
（様式１）

総括表

令和４年３月末時点

（千円）

執行
年度

25
26
27
28
29
30
R1
R2
R3

須賀川市帰還・移住等環境整備
交付金基金残高 0

須賀川市帰還・移住等環境整備
交付金基金の利息額 0

合　計 1,430,601 1,377,869

＜参考＞

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」「基金の利息額」欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

39,322 21,415

交付分

帰還・移住等環境整備事業計画　令和３年度進捗状況（契約状況）報告　

交付額
(国費)

契約済額
（国費相当額）

0 0
須賀川市

0 0
35,000 24,408

7,831 7,777

105,902 101,841
218,857 205,357
975,755 922,584
47,934 94,487

須賀川市



令和４年３月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

執行額
（契約額の
国費相当

額）

執行残額
（国費相当

額）
事業の進捗状況

25
26
27
28 9,630 3,780 - H28年4月～H29年3月　空間放射線量測定
29 5,255 5,076 - H29年4月～H30年3月　空間放射線量測定
30 5,553 5,454 - H30年4月～H31年3月　空間放射線量測定
R1 6,513 6,485 - H31年4月～R2年3月　空間放射線量測定
R2 6,709 6,655 - R2年4月～R3年3月　空間放射線量測定
R3 6,673 6,671 - R3年4月～R4年3月　空間放射線量測定

累計 40,333 34,121 0
25
26
27
28 19,272 12,263 - H28年4月～H29年3月　放射性物質簡易検査、ｼｽﾃﾑ保守点検
29 1,102 1,101 - H29年6月～H29年7月　放射能測定器校正点検
30 1,102 1,101 - H30年7月～H30年8月　放射能測定器校正点検
R1 2,046 1,101 - R1年6月～R1年8月　放射能測定器校正点検
R2 1,122 1,122 - R2年7月～R2年8月　放射能測定器校正点検
R3 32,649 14,744 - R3年4月～R4年3月　放射性物質簡易検査、放射能測定機校正点

検累計 57,293 31,432 0
25 0 0 0

1 26 0 0 0
27 0 0 0

2 28 0 0 0
3 29 0 0 0

30 0 0 0
4 R1 0 0 0

R2 0 0 0
R3 0 0 0

5 0 0 0
6 25 0 0 0

26 0 0 0
27 0 0 0
28 28,902 16,043 0
29 6,357 6,177 0
30 6,655 6,555 0
R1 8,559 7,586 0
R2 7,831 7,777 0
R3 39,322 21,415 0

97,626 65,553 0
97,626 65,553 0県・市町村交付分　合計

「執行残額（国費相当額）」欄には、中止、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。 県交付分　計
「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、年度を
区別して記載する必要はありません。

（注）

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、帰還環境整備事業計画の記載に合わせて記入してください。

「継続/完了」欄には、継続、完了、廃止のいずれかを記入してください。

「交付額（国費）」欄には、既に交付された国費を帰還環境整備事業計画の年度別に記入してくだ
さい。

「執行額（契約額の国費相当額）」欄には、基金の取崩額ではなく、契約額の国費相当額を記入し
てください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

市町村交付分　計

うち県
交付分

各年度
別合計

うち市町
村

交付分

各年度
別合計

－ 23 －

須賀川市 直接 継続 57,293 282 －

自家消費食品
等放射性物質
簡易検査事業

須賀川地区 市

（様式２）

須賀川市 帰還・移住等環境整備事業計画　　令和３年度進捗状況報告

省庁名 内閣府

事業番号
全体
事業
期間

3 (3) － 23 －

～ R3

～ R3

2 須賀川市 直接 継続 40,333 281 －

環境放射能モ
ニタリング事
業

須賀川地区 市(3)



令和４年３月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

執行額
（契約額の
国費相当

額）

執行残額
（国費相当

額）
事業の進捗状況

25
26
27 35,000 24,408 - H27年11月　業務委託発注 　H28年3月　完了
28 7,160 16,047 1,705 執行額はH27実施事業の繰越実施分10,368千円含む
29
30
R1
R2
R3

累計 42,160 40,455 1,705
25
26
27
28 69,840 69,751 - H28年11月～H29年3月 詳細調査　　H29年1月～3月  実施設計

29 212,500 199,180 -
H29年9月～H30年3月　詳細調査、実施設計、H29年11月～H30年
3月対策工事

30 969,100 916,029 -
H30年7月～R元年3月実施設計、詳細調査、H30年9月～R元年4
月対策工事

R1 39,375 86,901 18,954 R元年9月～R2年3月対策工事
R2
R3

累計 1,290,815 1,271,861 18,954

4 (5) － 40 －

(5) － 40 －

～ R1

須賀川市 直接 完了 42,160 271 －

農山村地域復
興基盤総合整
備事業（農業
水利施設等保
全再生事業）
須賀川地区

須賀川地
区

市

須賀川市 直接 完了 1,663,440

1

272 －

農山村地域復
興基盤総合整
備事業（農業
水利施設等保
全再生事業）
須賀川地区
（基金型）

須賀川地
区

市

（様式２）

須賀川市 帰還・移住等環境整備事業計画　　令和３年度進捗状況報告

省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

～ 28



令和４年３月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

執行額
（契約額の
国費相当

額）

執行残額
（国費相当

額）
事業の進捗状況

省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

25 0 0 0
1 26 0 0 0

27 0 0 0
2 28 0 0 0
3 29 0 0 0

30 0 0 0
4 R1 0 0 0

R2 0 0 0
R3 0 0 0

5 0 0 0
6 25 0 0 0

26 0 0 0
27 35,000 24,408 0
28 77,000 85,798 1,705
29 212,500 199,180 0
30 969,100 916,029 0
R1 39,375 86,901 18,954
R2 0 0 0
R3 0 0 0

1,332,975 1,312,316 20,659
1,332,975 1,312,316 20,659

うち県
交付分

各年度
別合計

うち市町
村

交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

「執行額（契約額の国費相当額）」欄には、基金の取崩額ではなく、契約額の国費相当額を記入し
てください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

県・市町村交付分　合計

「執行残額（国費相当額）」欄には、中止、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。 県交付分　計
「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、年度を
区別して記載する必要はありません。

（注）

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、帰還環境整備事業計画の記載に合わせて記入してください。

「継続/完了」欄には、継続、完了、廃止のいずれかを記入してください。

「交付額（国費）」欄には、既に交付された国費を帰還環境整備事業計画の年度別に記入してくだ
さい。


